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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レーザー脱離イオン化質量分析に用いる質量分析用基板であって、表面に多孔質構造を
有する金属を含む基板の表面には金属面又は酸化物層が形成され、少なくともカルボキシ
ル基、スルホン酸基又は塩化アンモニウム基のいずれか１種類の官能基が前記金属面又は
酸化物層と共有結合により結合していることを特徴とする質量分析用基板。
【請求項２】
　前記多孔質構造を有する金属を含む基板の表面に無機酸化物層が形成され、該無機酸化
物層と、少なくともカルボキシル基、スルホン酸基又は塩化アンモニウム基のいずれか１
種類の官能基とが共有結合していることを特徴とする請求項１に記載の質量分析用基板。
【請求項３】
　表面に多孔質構造を有する金属を含む前記基板上に、前記無機酸化物層が被膜されてお
り、前記無機酸化物層上に前記官能基を備える化合物が共有結合されていることを特徴と
する請求項１又は２に記載の質量分析用基板。
【請求項４】
　前記金属面又は酸化物層と前記官能基は、シラン化合物を介して共有結合していること
を特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の質量分析用基板。
【請求項５】
　前記酸化物層が、ＴｉＯ２、ＲｕＯ２、ＮｉＯ２又はＷＯ３からなることを特徴とする
請求項１乃至４のいずれか１項に記載の質量分析用基板。
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【請求項６】
　前記多孔質構造が、基板に孔が設けられ多孔質構造からなることを特徴とする請求項１
乃至５のいずれか１項に記載の質量分析用基板。
【請求項７】
　前記多孔質構造が、基板の表面に凸部を形成した突起構造からなることを特徴とする請
求項１乃至５のいずれか１項に記載の質量分析用基板。
【請求項８】
　前記多孔質構造が、白金酸化物または複合酸化物を還元処理してなる白金、あるいは白
金を含んだ多元金属からなる樹形状構造からなることを特徴とする請求項７に記載の質量
分析用基板。
【請求項９】
　前記白金以外の金属元素は、Ａｌ，Ｓｉ，Ｔｉ，Ｖ，Ｃｒ，Ｆｅ，Ｃｏ，Ｎｉ，Ｃｕ，
Ｚｎ，Ｇｅ，Ｚｒ，Ｎｂ，Ｍｏ，Ｒｕ，Ｒｈ，Ｐｄ，Ａｇ，Ｉｎ，Ｓｎ，Ｈｆ，Ｔａ，Ｗ
，Ｏｓ，Ｉｒ，Ａｕ，Ｌａ，Ｃｅ，Ｎｄから選ばれる少なくとも一種類以上の金属からな
ることを特徴とする請求項８に記載の質量分析用基板。
【請求項１０】
　前記多孔質構造の厚さのうち表面から２０％の位置において、前記多孔質構造の凸部の
基板表面と任意の平行方向の長さが２０ｎｍ以上２００ｎｍ以下の範囲であるものの割合
が７０％以上であることを特徴とする請求項７乃至９のいずれか１項に記載の質量分析用
基板。
【請求項１１】
　前記多孔質構造の厚さが３０ｎｍ以上１０００ｎｍ以下であることを特徴とする請求項
１乃至１０のいずれか１項に記載の質量分析用基板。
【請求項１２】
　請求項１乃至１１のいずれか１項に記載の質量分析用基板に試料を載せ、レーザーを照
射する工程を有することを特徴とする質量分析方法。
【請求項１３】
　請求項１乃至１１のいずれか１項に記載の質量分析用基板を装着したことを特徴とする
質量分析装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、質量分析用基板、質量分析方法および質量分析装置に関する。特に、本発明
は、高分子量の質量分析用測定対象分子を効率良く脱離化／イオン化処理でき、かつ低分
子量域においても、分解物等に由来する複雑なピークの発生が少ない質量分析を、高精度
で簡単に行うことを可能にした質量分析用の試料支持基板、該質量分析用の基板を用いた
質量分析方法及び質量分析装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　質量分析計は、測定対象分子を何らかの方法でイオン化し、これに電界あるいは磁界を
作用させ、質量／電荷数（ｍ／ｚ）に従って分離した後、電気的に検出した質量スペクト
ルから測定対象物の定性分析、定量分析を行うものである。この場合、イオン化法として
は、電子スプレイイオン化（ＥＳＩ）、電子衝撃イオン化（ＥＩ）、化学イオン化（ＣＩ
）、高速原子衝撃（ＦＡＢ）、フィールドデソープション（ＦＤ）、レーザー脱離イオン
化（ＬＤＩ）、マトリックス支援レーザー脱離イオン化（ＭＡＬＤＩ）などの各種方法が
ある。例えば、レーザイオン化質量分析計では、試料にパルスレーザ光を照射してイオン
化し、そのイオンを飛行時間型等の分析部に導くことで質量スペクトルなどを測定するこ
とができる。
【０００３】
　従来、ＬＤＩ法のようなレーザイオン化質量分析計においては、まず測定対象化合物を
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水または有機溶媒に溶解させた試料溶液を調製し、この試料溶液を金属製ホルダーの平滑
面に塗布、乾燥させることで、試料を薄膜に形成し、この試料薄膜にレーザー光を照射す
ると、レーザー光が金属製試料支持基板に吸収され、照射個所で急激な温度上昇が生じ、
試料のイオン化が起こる。
【０００４】
　しかしながら、この試料作製方法では、レーザー光照射による測定対象分子の脱離／イ
オン化に加え、分解反応（以下、フラグメンテーションとも言う）も同時に発生し、測定
対象分子の質量スペクトルが十分な強度で得られなかったり、分解物自体のピークも検出
されるため質量スペクトルが複雑になり、その解析が困難になるという弊害が発生する。
【０００５】
　そこで、この問題点の解決策として、グリセリンのような高粘性で低蒸気圧の液体と、
金属微粒子との混合物（例えば、特許文献１）や、２，５－ジヒドロキシベンゾイックア
シッド（ＤＨＢ）、シナピニックアシッド、α－シアノ－ヒドロキシ－シンナミックアシ
ッド（ＣＨＣＡ）などの固体有機分子（例えば、特許文献２，３）をマトリックスとして
用いたＭＡＬＤＩ法では、マトリックス自身が照射レーザー光のエネルギーを吸収して脱
離／イオン化が起き、マトリックス中に含まれていた測定対象分子自体に対する照射レー
ザー光の影響が軽減されることから測定対象分子のフラグメンテーションは抑制され、高
感度で検出を行う事が可能となった。このＭＡＬＤＩ法の進歩により、従来の質量分析法
では取り扱うことの出来なかった高分子量の測定対象化合物をごく僅かな量でも測定する
ことが可能となり、生体材料や合成高分子の分析に広く用いられるようになった。
【０００６】
　しかし、このＭＡＬＤＩ法においても、測定対象分子の分解物は相当抑制できるものの
、マトリックス自体がレーザー光を吸収することで引き起こる複雑な反応に由来したピー
クが多数検出されることになり、やはり低分子量域のスペクトル解析は困難な場合が多い
。特に、近年のプロテオミックス、メタボロミクス分野においては単一の分子種だけでは
なく、血液、体液等に含有される化合物を網羅的に分析を行う必要性が高まっている。こ
の網羅的分析の場合は、基質や代謝物などの質量数が数百程度の比較的低分子量の化合物
の解析も重要情報を提供することになるが、従来のＭＡＬＤＩ法ではマトリックス由来の
複雑なピークのために、この低分子量域の解析が精度よく行えない問題が、クローズアッ
プされている。また、合成高分子材料の分野においても、高分子材料の成型品においては
酸化防止剤、紫外線吸収剤、可塑剤等の分子量が数百程度の添加剤を含有させることはご
く一般的に行われており、高分子材料と低分子化合物を一括して分析する必要性もあり、
上述の生化学における網羅的分析同様、ＭＡＬＤＩ法におけるマトリックス由来の複雑な
ピークは解析の支障となっている。
【０００７】
　更に、高分子量化合物をＭＡＬＤＩ法で分析する場合、例えば照射レーザー光の強度等
の測定条件を変更することで積極的に測定対象化合物のフラグメンテーションを起こさせ
ることが可能となる場合がある。ここで発生したフラグメントイオンを解析することによ
り、単なる分子量の分析に留まらず、置換基や側鎖構造と言った測定対象化合物の分子構
造に関する情報を得ることも可能となる。しかし、マトリックス由来の複雑なピークが多
数ある場合には、上述の測定対象化合物からのフラグメントイオンの解析においても大き
な支障となる。
【０００８】
　このような低分子量域の質量分析も同時に行えることが可能となる技術として、電解エ
ッチングで形成した多孔質シリコン基板等の表面に微細な多孔質構造を有する試料支持基
板上に直接測定対象分子を付着させた後にレーザー光照射することで、マトリックス由来
の複雑なピークを出現させること無く、測定対象分子の脱離、イオン化をおこなう方法（
ＳＡＬＤＩ：表面支援レーザー脱離イオン化）法が提案されている（例えば、特許文献４
）。この方法により、効率的な脱離、イオン化及びレーザー光照射時の分解物生成抑制の
両立が可能となってきたが、測定対象化合物の分子量の上限が概ね数千程度であり、それ
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以上の化合物の脱離、イオン化は困難であると言われている。
【特許文献１】特開昭６２－０４３５６２号公報
【特許文献２】特開平１０－１８２７０４号公報
【特許文献３】特開２００５－３２６３９１号公報
【特許文献４】米国特許第６２８８３９０号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　このように、レーザー光照射による脱離、イオン化法の質量分析においては、低分子量
域から高分子量域までを、一括的、網羅的に検出することが困難であり、広い分子量範囲
の解析を行う事ができない課題がある。
【００１０】
　本発明は、この様な背景技術に鑑みてなされたものであり、レーザー光照射による脱離
、イオン化法の質量分析において、脱離／イオン化による高分子量化合物の検出を高感度
に行うと共に、実質的に低分子領域の解析に支障がでないようにフラグメンテーションを
極力避けることを可能にする質量分析用基板を提供するものである。
【００１１】
　また、本発明は、該質量分析用基板を用いた質量分析方法および質量分析装置を提供す
るものである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記の課題を解決する質量分析用基板は、レーザー脱離イオン化質量分析に用いる質量
分析用基板であって、表面に多孔質構造を有する金属を含む基板の表面には金属面又は酸
化物層が形成され、少なくともカルボキシル基、スルホン酸基又は塩化アンモニウム基の
いずれか１種類の官能基が前記金属面又は酸化物層と共有結合により結合していることを
特徴とする。
【００１３】
　上記の課題を解決する質量分析方法は、上記の質量分析用基板に試料を載せ、レーザー
を照射する工程を有することを特徴とする。
　上記の課題を解決する質量分析装置は、上記の質量分析用基板を装着したことを特徴と
する質量分析装置である。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明は、レーザー光照射による脱離、イオン化法の質量分析において、脱離／イオン
化による高分子量化合物の検出を高感度に行うと共に、実質的に低分子領域の解析に支障
がでないようにフラグメンテーションを極力避けることを可能にする質量分析用基板を提
供できる。
【００１５】
　また、本発明は、該質量分析用基板を用いた質量分析方法および質量分析装置を提供で
きる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　本発明は、レーザー脱離型質量分析計に用いるサンプルターゲット基板として、レーザ
ー脱離イオン化質量分析に用いる質量分析用基板であって、表面に多孔質構造を有する金
属を含む基板の表面に、少なくともカルボキシル基、スルホン酸基又は塩化アンモニウム
基のいずれか１種類の官能基が共有結合により結合している基板を用いると、実質的に低
分子領域の解析に支障がでないようにフラグメンテーションを極力避けられることができ
ることを特徴とする。
【００１７】
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　前記多孔質構造を有する金属を含む基板の表面に酸化物層が形成され、該酸化物層と、
少なくともカルボキシル基、スルホン酸基又は塩化アンモニウム基のいずれか１種類の官
能基が共有結合していることが好ましい。
【００１８】
　本発明の質量分析方法は、上記の質量分析用基板に試料を載せ、レーザーを照射する工
程を有し、ＭＡＬＤＩ（マトリックス支援レーザー脱離イオン化）イオン源を有する質量
分析装置を用いて、測定対象物質の質量数を測定する方法である。
【００１９】
　ここで、現時点において、ＭＡＬＤＩ法における脱離、イオン化及び、フラグメンテー
ションのメカニズムについては完全に解明されている状況にはない。本明細書では、現在
最も多く受け入れられているメカニズムの解釈に基づいて本発明を説明する。
【００２０】
　ＭＡＬＤＩ法による一般的な測定について解説する。ニトロアントラセン（９ＮＡ）４
４、２，５－ジヒドロキシベンゾイックアシッド（ＤＨＢ）、シナピニックアシッド、α
－シアノ－ヒドロキシ－シンナミックアシッド（ＣＨＣＡ）などの固体有機分子をマトリ
ックス分子とし、そのマトリックス中に測定対象分子を微量含有させた混合結晶を分析用
試料支持基板上に形成させる。このとき測定対象分子は、希薄な状態であり、測定対象分
子間の相互作用が無い状態になっていることが好ましい。次いでこの混合結晶にレーザー
光を照射し、レーザー光を吸収したマトリックス分子が電子励起及び／或いは振動励起さ
れ気化される。マトリックス分子の気化は単純に分子の構造を維持したまま気化するだけ
ではなく、複雑な分解、イオン化等の光、熱反応を含む。マトリックス分子が気化される
過程で、結晶中の測定対象分子も同時に気化するが、測定対象分子間の相互作用が少ない
状態であれば、一分子単位に独立した状態で気化することが必要となる。レーザー光のエ
ネルギーの大半は、マトリックス分子が吸収するため、測定対象分子自体はフラグメンテ
ーションを起こさないのが理想的な状態である。また、実際に測定対象分子の質量が測定
可能となるためには、測定対象分子がイオン化される必要があるが、このイオン化過程も
マトリックス分子からのプロトネーション（プロトン付加で陽イオン生成）や、デプロト
ネーション（プロトン引き抜きで陰イオン生成）、ラジカルカチオン（電子の引き抜きで
陽イオン生成）、ラジカルアニオン（電子の供与で陰イオン生成）、金属塩等のイオン化
促進剤からのイオンの付加（金属イオンの付加：陽イオン生成、ハロゲンイオンの付加：
陰イオン生成）等が知られている。このようにＭＡＬＤＩ法では、マトリックス分子は測
定対象分子の気化（脱離）並びにイオン化の過程に深く関わり、測定対象分子を効率よく
脱離・イオン化させていると考えられている。特に、ＭＡＬＤＩ法では分子量が数万以上
の化合物でも測定対象分子として扱えるのは、マトリックス分子が気化する際にマトリッ
クス分子自体並びのその分解物が測定対象分子の運び屋として作用しているかであると考
えられている。しかし、この運び屋であるマトリックス分子及びその分解物も同時にイオ
ン化されることが多く、質量スペクトルにはこれらの化合物も招かざる客として出現して
しまう。更にこのマトリックス分子の分解する反応過程は複雑であり、測定対象分子やイ
オン化促進剤、試料調整に用いた溶剤、或いはレーザー光強度、波長、測定対象の極性や
イオンの加速電圧等、種々の測定パラメータの影響を受けるため、質量スペクトルに現れ
たマトリックス由来のピークは非常に複雑で、実質的に全てを同定することは不可能であ
る。
【００２１】
　そこで、本発明者らが鋭意検討を行った結果、レーザー光照射により質量数が１６０未
満のもの、より好ましくは質量数が５０未満のものに分解する化合物をマトリックスとし
て選択すれば、実質的に質量スペクトルの解析においても夾雑物として支障を来たすこと
が殆ど無いことがわかった。ＭＡＬＤＩ法が用いられている生化学材料において、低分子
量域に出現する可能性のある化合物としては、例えば必須アミノ酸では質量数が１２０か
ら２００程度、単糖類が１５０から１８０程度、ＤＡＮを構成する４塩基は１１０から１
５０程度であり、合成高分子材料中に添加されるものとして使用されている可塑剤や酸化
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防止剤の大半も質量数が２００以上の化合物である。
【００２２】
　本発明者らは、レーザー脱離型質量分析計に用いる質量分析用基板として、表面に多孔
質構造を有する金属を含む基板の表面に、少なくともカルボキシル基、スルホン酸基又は
塩化アンモニウム基のいずれか１種類の官能基が共有結合により結合している基板を用い
ると、実質的に低分子領域の解析に支障がでないようにフラグメンテーションを極力避け
られることを見出した。
【００２３】
　図１は、本発明の質量分析用基板の一実施態様を示す概略図である。図１において、本
発明の質量分析用基板は、表面に多孔質構造１を有する金属を含む基板２の表面に酸化物
層３が形成され、該酸化物層３と、カルボキシル基（－ＣＯＯＨ）、スルホン酸基（－Ｓ
Ｏ3Ｈ）又は塩化アンモニウム基（－ＮＨ3Ｃｌ）のいずれか１種類の官能基４が共有結合
により結合して構成されている。
【００２４】
　まず、表面に多孔質構造１を有する金属を含む基板（金属基板）について説明する。表
面に多孔質構造１を有する金属を含む基板の製造方法は、例えば特開２００６－０４９２
７８号公報に開示されている方法で設けることが可能である。
【００２５】
　金属を含む基板は、例えば取扱い上の簡便性より用いられる。以降、金属を含む基板を
金属基板と称する。
　前記多孔質構造の厚さは３０ｎｍ以上１０００ｎｍ以下、更には５０ｎｍ以上５００ｎ
ｍ以下が好ましい。この多孔質構造の厚さに対するメカニズムは不明ではあるが、３０ｎ
ｍの厚さよりも薄い場合は、多孔質構造化による比表面積アップの割合が少なく基板効果
が低減すると考えられ、逆に１０００ｎｍの厚さよりも厚い場合には測定対象分子が多孔
質構造の内部に浸透しすぎてレーザー照射による脱離が困難になるもと考えられる。
【００２６】
　また、多孔質構造に関しては、質量分析用基板の断面を観察することにより確認するこ
とが可能である。多孔質構造が２０ｎｍ以上２００ｎｍ以下、更には５０ｎｍ以上１５０
ｎｍ以下が好ましい。多孔質構造部分の厚さのうち表面から２０％のところ（例えば多孔
質構造を有する部分が２００ｎｍのときは、表面から４０ｎｍの部分）において基板の表
面と平行な直線（図１のＡＡ’線）を引いて、凸部の金属部分と空孔部分にかかる長さを
観察し、凸部の基板表面と平行方向の長さＬが２０ｎｍ以上２００ｎｍ以下の範囲である
ものの割合が７０％以上である状態が、本発明における２０ｎｍ以上２００ｎｍ以下の多
孔質構造を意味する。また、上述のような方法で観察する場合に、凸部の金属部分と空孔
部分の占める面積の割合としては、凸部の占める面積の割合が表面全体の面積の２０％以
上９０％以下、好ましくは３０％以上８０％以下、より好ましくは４０％以上６０％以下
とすることにより、高い感度での質量分析を行うことができる。
【００２７】
　多孔質構造が２０ｎｍ以上２００ｎｍ以下である質量分析用基板を用いると、試料液を
載せた時に、多孔質構造により試料液が拡散して広がるのを防止でき、単位面積当たりの
試料濃度の低下を防止できる。
【００２８】
　図２は、本発明の表面に多孔質構造を有する質量分析用基板に試料液を載せた状態を示
す概略図である。図２に示す様に、質量分析用基板に試料液５を載ると、多孔質構造１に
より試料液の拡散を防止できる。本発明においては、基板の表面に、カルボキシル基、ス
ルホン酸基又は塩化アンモニウム基のいずれか１種類の官能基が共有結合により結合して
いるために表面エネルギーが下がり、試料液の液滴が広がるために、単位面積あたりの試
料濃度が低下するが、上記の様に表面を多孔質構造とすることにより、試料液の拡散を防
止できる。
【００２９】
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　図３は、表面に多孔質構造が無い質量分析用基板に試料液を載せた状態を示す概略図で
ある。図３に示す様に、質量分析用基板に多孔質構造が無いと、カルボキシル基、スルホ
ン酸基又は塩化アンモニウム基の官能基により表面エネルギーが下がるために、試料液５
は拡散し、試料濃度が低下する。
【００３０】
　金属基板の表面にカルボキシル基、スルホン酸基又は塩化アンモニウム基から選ばれる
官能基のうちの一種類が共有結合により結合している本発明の質量分析用基板板が、レー
ザー脱離イオン化質量分析計において有効である理由は不明であるが、比表面積が大きく
なり測定分子同志が、ある程度離れて基板表面に吸着しているために脱離し易く、更に基
板表面にあるカルボキシル基やスルホン酸基或いは塩化アンモニウム基により、測定分子
に対しプロトンや塩素イオンが付加するためにイオン化効率が上がるためと思われる。マ
トリックスを使わず、基板表面に測定分子をレーザー照射で脱離・イオン化させる場合に
、例えば上述の特開２００６－０４９２７８号公報に記載されているよな多孔質基板を用
いても確かに脱離効率は上げられると考えられる。しかし、イオン化過程は、特に蛋白質
やＤＮＡのような生体材料の場合、カチオン若しくはアニオン種の付加によることが多い
。マトリックスを用いる系では、レーザー照射によりマトリックスから生成したイオン種
が測定分子に付加するために、効率的にイオン化は行える。しかし、マトリックスを用い
ない場合には、イオン化を促進するには付加するイオン種も同時に多く生成させる必要が
あるものの、イオン源は測定分子自体の分解反応に依存しなければならない。これは、イ
オン化の促進は測定分子の破壊の促進を意味し、従って微量分析における高感度化には、
必然的に限界があることを意味する。本発明の基板を用いる事で、測定分子の不必要な破
壊を引き起こすことなく、測定分子の脱離・イオン化が同時に促進できるようになったも
のと考えられる。
【００３１】
　更に、本発明のマトリクスに９－ＮＡ，ＤＨＢ，ＣＨＣＡ等の従来公知のマトリックス
分子を、夾雑物ピークが測定、解析に支障を来たさない程度の範囲で混合して使用するこ
とも可能である。
【００３２】
　本発明における金属基板の材料としては、導電性がある程度高い必要がある。これは、
レーザーを照射して、基板表面での測定分子を脱離・イオン化を起こさせる場合に、測定
分子が例えばカチオンになった瞬間には、その逆の電荷を有するものがカチオン化した測
定分子近傍に存在するはずである。質量分析装置のイオン部分には電界が掛かっており、
カチオン種は電界により引き寄せられる形で基板表面から脱離する。従って、カチオン種
が脱離するためには、近傍に存在する逆電荷を持つものと離れなければならないが、これ
らの間にはお互いに静電引力が働いているので、電荷の再結合が起きる可能性がある。電
荷の再結合が起きると、その時点で測定分子のイオン化が阻害される事になる。従って、
イオン化を促進するためには、イオン化された測定分子とは逆極性の電荷を速やかにイオ
ン化された測定分子から遠ざける必要がある。ここで、逆電荷を持つものは電界により脱
離はせずに基板上に残っているために、逆極性の電荷を逃がすためには、基板の導電性を
利用して電荷のみを逃がす必要がある。従って、基板材料としては高い導電性を有するも
のが好ましく、特に金属を用いるのがよい。また、本発明のように、マトリックスを使用
しない状態でレーザー照射で測定分子を脱離・イオン化させるためには基板がレーザーの
エネルギーを吸収して、脱離・イオン化を起させる状態になる必要がある。従って、本発
明者らが鋭意検討を行った結果、単に導電性の高い金属材料というだけでは十分でなく、
特定の金属で特に脱離・イオン化の効率が高くなることを見出した。特に照射レーザーが
波長３００ｎｍ乃至４００ｎｍ程度の紫外線の場合は、この波長域の反射率の高いアルミ
ニウムよりは、反射率が高くないプラチナ、銀、銅、ステンレス等が好ましいことを見出
した。これらの金属のなかでも、金や銀は紫外線照射により、これらの金属自体がカチオ
ンとして脱離・イオン化するため、測定スペクトルに影響を及ぼす。従って、プラチナや
銅、ステンレス基板がより好ましい。また、金属表面の腐蝕や酸化により性質が変化をす
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ることを考慮すると、プラチナ若しくはステンレスが最も好ましい。
【００３３】
　本発明において、前記多孔質構造が基板に孔が設けられ多孔質構造からなるか、または
前記多孔質構造が、基板の表面に凸部を形成した突起構造からなる質量分析用基板を用い
るのが好ましい。
【００３４】
　これらの金属基板に、表面多孔質構造が２０ｎｍ以上２００ｎｍ以下であるような表面
形状を作成する方法について述べる。
　前記多孔質構造として、例えば微細なナノ構造として、多孔質基板といわれる細孔があ
いているもの、逆にロッド状の突起が立っているもの、更には繊維状や樹形状のようなよ
り複雑な構造体が挙げられる。本発明においては、測定分子同士がなるべく凝集しないで
基板面に付着し、かつ測定時に位置分ずつ効率的に脱離することを考えると、例えば図４
に示す模式図のような突起状更にはより複雑な樹形状構造の多孔質構造１１が好ましい。
【００３５】
　このような表面多孔質構造を有する金属基板の作成方法としては、例えば金属基板をエ
チング処理する方法や、スパッタ処理で金属成分を表面に堆積させる方法を挙げる事がで
きる。特に樹形状の多孔質構造の場合は、特開２００６－０４９２７８号公報に示される
ような分岐した枝若しくは片は、その短手方向の長さが５ｎｍ以上２００ｎｍ以下である
ことが好ましい。
【００３６】
　前記多孔質構造が、白金酸化物または複合酸化物を還元処理してなる白金、あるいは白
金を含んだ多元金属からなる樹形状構造からなることが好ましい。また、前記白金以外の
金属元素は、Ａｌ，Ｓｉ，Ｔｉ，Ｖ，Ｃｒ，Ｆｅ，Ｃｏ，Ｎｉ，Ｃｕ，Ｚｎ，Ｇｅ，Ｚｒ
，Ｎｂ，Ｍｏ，Ｒｕ，Ｒｈ，Ｐｄ，Ａｇ，Ｉｎ，Ｓｎ，Ｈｆ，Ｔａ，Ｗ，Ｏｓ，Ｉｒ，Ａ
ｕ，Ｌａ，Ｃｅ，Ｎｄから選ばれる少なくとも一種類以上の金属からなることが好ましい
。
【００３７】
　次に、表面にカルボキシル基、スルホン酸基、アンモニウム塩基による修飾について述
べる。基板表面に微細な構造を有することで、測定分子が基板表面に均一に付着する事が
でき、凝集を妨げる事ができるため測定分子の脱離効率は挙げる事ができる。しかし、質
量分析装置において測定分子の検出はイオンとして検出するために、イオン化の効率も上
げる必要がある。マトリックスを使う測定では、レーザー照射によりマトリックス分子か
らプロトンが生成し、測定分子に付加してイオン化を促進することができるが、マトリッ
クスを使用しない系での測定においては、イオン源が問題となる。核酸や蛋白質なのどの
生体分子は主にプロトン付加によるイオン化が主流である。マトリックスを使用しないで
測定できている場合においても、詳細な解析から測定分子がプロトン化されていることが
明らかになっているが、測定分子の一部が破壊された際に生成するプロトンが付加したも
のと考えられる。従って、イオン化の促進は測定分子の破壊の促進とも言え、微量分析に
おける高感度化には自ずと限界があった。本発明者らが鋭意検討を行った結果、基板表面
にカルボキシル基、スルホン酸基、アンモニウム塩基を有する化合物を基板表面に共有結
合で結合させた基板を用いる事で、イオン化効率を促進できることを見出した。このよう
な官能基を有する化合物を単に基板表面に塗布するだけでもある程度イオン化効率の向上
は望めるが、質量分析の測定条件が一般的には高真空下であるために、基板表面に塗布し
ただけでは揮発してしまう可能性があること、更に塗布しただけでは測定の際に脱離・イ
オン化してしまうため、マトリックス使用と同じようにスペクトル上に不必要なピークと
して観測されてしまう問題があった。
【００３８】
　カルボキシル基、スルホン酸基、塩化アンモニウム基を有する化合物を基板表面に共有
結合により結合させる方法としては、これらの官能基を有する表面処理剤での処理、若し
くは所望の官能基の前駆体となる構造を有する表面処理剤で処理をした後に更に別の化学
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反応により所望の官能基に変化させる処理方法が挙げられる。また、カルボキシル基の場
合は、アルキル基、フッ素化アルキル基を有する表面処理剤で処理した後のオゾン処理等
で酸化させてカルボキシル基を生成させることも可能である。また、アンモニウム塩基を
持たせるためには、初めにアミノ基を有する化合物で表面処理をした後に、このアミノ基
を化学処理してアンモニウム基に変換することもできる。
【００３９】
　官能基を有する表面処理剤としては、例えば３－シアノプロピルトリエトキシシラン、
３－メルカプトプロピルトリエトキシシラン、（ヘプタデカフルオロ－１，１，２，２－
テトラヒドロキシデシル）トリエトキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン
等のシランカップリング剤が挙げられる。
【００４０】
　表面処理により金属表面に直接共有結合を持たせる事が困難な場合には、金属表面に特
定の酸化物被膜を設ける事も可能である。この場合に、酸化物被膜の物性により、例えば
絶縁性の高い化合物の場合は、上述のイオン化における電荷の分離に支障を来たす事が予
想されるため、酸化チタン（ＴｉＯ2）、酸化ルテニウム（ＲｕＯ2）、酸化タングステン
（ＷＯ3）、酸化ニッケル（ＮｉＯ2）等の材質による被膜が好ましい。これらの酸化物層
の形成の仕方は従来公知の方法を用いる事ができる。例えば、ＴｉＯ2層の場合は、Ｔｉ
（Ｏ－Ｃ3Ｈ7）4のゾルゲル反応を利用して形成させることが可能であるが、本発明はこ
の方法に限定されるものではない。
【００４１】
　次に、本発明の質量分析方法は、上記の質量分析用基板に試料を載せ、レーザーを照射
する工程を有することを特徴とする。
　本発明の質量分析方法において、質量分析用基板に試料を載せ、レーザーを照射すると
、イオン供給源のカルボキシル基、スルホン酸基又は塩化アンモニウム基の官能基が励起
して、測定分子の放出とイオン化の両方が促進されるために好ましい。
【００４２】
　本発明の質量分析装置は、上記の質量分析用基板を装着したことを特徴とする。
　本発明の質量分析用基板は、質量分析用測定対象分子を持続的に効率良く脱離、イオン
化させることができる。この質量分析用基板を用いた本発明の物質の脱離、イオン化方法
によれば、質量分析用測定対象分子を持続的に比較的穏やかな条件でイオン化でき、試料
調製が簡単である上、質量分析時のイオン化補助剤由来のノイズを大幅に低減して、分析
精度の向上を図ることができる。それ故、このイオン化方法を用いることにより、広範囲
な分子量の物質を高精度で簡単に質量分析することができ、特に低分子化合物の部分構造
解析、モル分布、分子量分布などを簡単に行うことができる。
【実施例】
【００４３】
　以下、実施例及び比較例を示して本発明を具体的に説明するが、本発明は下記の実施例
に制限されるものではない。
　＜多孔質構造を有する基板材料例１＞
　鏡面加工したステンレス（ＳＵＳ４３０、３０ｍｍ×３０ｍｍ×ｔ０．６ｍｍ）上に反
応性スパッタ法により樹枝状構造をとる白金酸化物層を１０００ｎｍの厚さに形成した。
このときのＰｔ担持量は０．２７ｍｇ／ｃｍ2であった。反応性スパッタは、全圧４Ｐａ
、酸素流量比（ＱＯ2／（ＱAr＋ＱO2））７０％、基板温度８０℃、投入パワー４．９Ｗ
／ｃｍ2なる条件にて行った。引き続き、この樹枝状構造をとる白金酸化物を２％Ｈ2／Ｈ
ｅ雰囲気（１ａｔｍ）にて１２０℃、３０分間の還元処理を行い、樹枝状構造を有する基
板を得た。
【００４４】
　次いで、テトライソプロピルチタネートを０．４５ｇ、ｎ－ブタノールを２０ｇ及び酢
酸を０．５ｇを混合し、８時間攪拌した後に、上述の基板上にスピンコート（３５００ｒ
ｐｍ、２分）した。塗布した基板を２５℃、８０ＲＨ％の環境で１０時間放置した後、４
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５０℃で４時間焼成し、再度、２５℃、８０ＲＨ％の環境に８時間放置した。
【００４５】
　次いで、上記基板を８０℃に加熱した３－シアノプロピルトリエトキシシランに５時間
浸し、エタノールでよくすすいで乾燥させた後、１規定の塩酸で処理をしてシアノ基をカ
ルボキシル基へ変換した。
【００４６】
　＜多孔質構造を有する基板材料例２＞
基板材料例１においてスパッタ時間を変えて白金酸化物層の厚さを５００ｎｍにした以外
は同様にして基板を作成した。
【００４７】
　＜多孔質構造を有する基板材料例３＞
　基板材料例１においてスパッタ時間を変えて白金酸化物層の厚さを２５０ｎｍにした以
外は同様にして基板を作成した。
【００４８】
　＜多孔質構造を有する基板材料例４＞
　基板材料例１においてスパッタ時間を変えて白金酸化物層の厚さを１００ｎｍにした以
外は同様にして基板を作成した。
【００４９】
　＜多孔質構造を有する基板材料例５＞
　鏡面加工したステンレス（ＳＵＳ４３０、３０ｍｍ×３０ｍｍ×ｔ０．６ｍｍ）を濃塩
酸（３７ｗｔ％）に５分間浸漬させた後、蒸留水で十分に洗浄して基板を作成した。
【００５０】
　次いでテトライソプロピルチタネート（東京化成）を０．４５ｇ、ｎ－ブタノールを２
０ｇ及び酢酸を０．５ｇを混合し、８時間攪拌した後に、上述の基板上にスピンコート（
３５００ｒｐｍ、２分）した。塗布した基板を２５℃、８０ＲＨ％の環境で１０時間放置
した後、４５０℃で４時間焼成し、再度、２５℃、８０ＲＨ％の環境に８時間放置した。
【００５１】
　次いで、上記基板を８０℃に加熱した３－シアノプロピルトリエトキシシランに５時間
浸し、エタノールでよくすすいで乾燥させた後、１規定の塩酸で処理をしてシアノ基をカ
ルボキシル基へ変換した。
【００５２】
　＜多孔質構造を有する基板材料例６＞
　鏡面加工したステンレス（ＳＵＳ４３０、３０ｍｍ×３０ｍｍ×ｔ０．６ｍｍ）上に反
応性スパッタ法により樹枝状構造をとる白金酸化物層を１０００ｎｍの厚さに形成した。
このときのＰｔ担持量は０．２７ｍｇ／ｃｍ2であった。反応性スパッタは、全圧４Ｐａ
、酸素流量比（ＱＯ2／（ＱAr＋ＱO2））７０％、基板温度８０℃、投入パワー４．９Ｗ
／ｃｍ2なる条件にて行った。引き続き、この樹枝状構造をとる白金酸化物を２％Ｈ2／Ｈ
ｅ雰囲気（１ａｔｍ）にて１２０℃、３０分間の還元処理を行い、樹枝状構造を有する基
板を得た。
【００５３】
　次いで、テトライソプロピルチタネート（東京化成）を０．４５ｇ、ｎ－ブタノールを
２０ｇ及び酢酸を０．５ｇを混合し、８時間攪拌した後に、上述の基板上にスピンコート
（３５００ｒｐｍ、２分）した。塗布した基板を２５℃、８０ＲＨ％の環境で１０時間放
置した後、４５０℃で４時間焼成し、再度、２５℃、８０ＲＨ％の環境に８時間放置した
。
【００５４】
　次いで、上記基板を１００℃に加熱した３－メルカプトプロピルトリエトキシシランに
５時間浸し、エタノールでよくすすいで乾燥させた後、３０％の過酸化水素水で処理をし
てＳＨ基をスルホン酸基へ変換した。
【００５５】
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　＜多孔質構造を有する基板材料例７＞
　鏡面加工したステンレス（ＳＵＳ４３０、３０ｍｍ×３０ｍｍ×ｔ０．６ｍｍ）上に反
応性スパッタ法により樹枝状構造をとる白金酸化物層を１０００ｎｍの厚さに形成した。
このときのＰｔ担持量は０．２７ｍｇ／ｃｍ2であった。反応性スパッタは、全圧４Ｐａ
、酸素流量比（ＱＯ2／（ＱAr＋ＱO2））７０％、基板温度８０℃、投入パワー４．９Ｗ
／ｃｍ2なる条件にて行った。引き続き、この樹枝状構造をとる白金酸化物を２％Ｈ2／Ｈ
ｅ雰囲気（１ａｔｍ）にて１２０℃、３０分間の還元処理を行い、樹枝状構造を有する基
板を得た。
【００５６】
　次いで、テトライソプロピルチタネート（東京化成）を０．４５ｇ、ｎ－ブタノールを
２０ｇ及び酢酸を０．５ｇを混合し、８時間攪拌した後に、上述の基板上にスピンコート
（３５００ｒｐｍ、２分）した。塗布した基板を２５℃、８０ＲＨ％の環境で１０時間放
置した後、４５０℃で４時間焼成し、再度、２５℃、８０ＲＨ％の環境に８時間放置した
。
【００５７】
　次いで、上記基板を（ヘプタデカフルオロ－１，１，２，２－テトラヒドロキシデシル
）トリエトキシシランに５時間浸し、エタノールでよくすすいで乾燥させた。その後、こ
の基板を紫外線－オゾン処理を２５℃、８０ＲＨ％の環境に８時間放置し、基板表面にカ
ルボキシル基を発生させた。
【００５８】
　＜多孔質構造を有する基板材料例８＞
　鏡面加工したステンレス（ＳＵＳ４３０、３０ｍｍ×３０ｍｍ×ｔ０．６ｍｍ）上に反
応性スパッタ法により樹枝状構造をとる白金酸化物層を１０００ｎｍの厚さに形成した。
このときのＰｔ担持量は０．２７ｍｇ／ｃｍ2であった。反応性スパッタは、全圧４Ｐａ
、酸素流量比（ＱＯ2／（ＱAr＋ＱO2））７０％、基板温度８０℃、投入パワー４．９Ｗ
／ｃｍ2なる条件にて行った。引き続き、この樹枝状構造をとる白金酸化物を２％Ｈ2／Ｈ
ｅ雰囲気（１ａｔｍ）にて１２０℃、３０分間の還元処理を行い、樹枝状構造を有する基
板を得た。
【００５９】
　次いで、テトライソプロピルチタネート（東京化成）を０．４５ｇ、ｎ－ブタノールを
２０ｇ及び酢酸を０．５ｇを混合し、８時間攪拌した後に、上述の基板上にスピンコート
（３５００ｒｐｍ、２分）した。塗布した基板を２５℃、８０ＲＨ％の環境で１０時間放
置した後、４５０℃で４時間焼成し、再度、２５℃、８０ＲＨ％の環境に８時間放置した
。
【００６０】
　次いで、上記基板を３－アミノプロピルトリエトキシシランに５時間浸し、エタノール
でよくすすいで乾燥させた。その後、この基板を３７％の濃塩酸に浸し、表面のアミノ基
を塩化アンモニウム基へ変換した。
【００６１】
　＜多孔質構造を有する基板材料例９＞
　鏡面加工したステンレス（ＳＵＳ４３０、３０ｍｍ×３０ｍｍ×ｔ０．６ｍｍ）上に反
応性スパッタ法により樹枝状構造をとる白金酸化物層を１０００ｎｍの厚さに形成した。
このときのＰｔ担持量は０．２７ｍｇ／ｃｍ2であった。反応性スパッタは、全圧４Ｐａ
、酸素流量比（ＱO2／（ＱAr＋ＱO2））７０％、基板温度８０℃、投入パワー４．９Ｗ／
ｃｍ2なる条件にて行った。引き続き、この樹枝状構造をとる白金酸化物を２％Ｈ2／Ｈｅ
雰囲気（１ａｔｍ）にて１２０℃、３０分間の還元処理を行い、樹枝状構造を有する基板
を得た。
【００６２】
　次いで、塩化ルテニウム（ＲｕＣｌ３）を８０℃の水に飽和溶解して３時間攪拌し、こ
の溶液をろ過した後に上記の樹枝状構造白金基板の上に滴下し、乾燥後に３００℃で３時
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間過熱しした後に、室温まで徐冷し、再度、２５℃、８０ＲＨ％の環境に８時間放置した
。
【００６３】
　次いで、上記基板を８０℃に加熱した３－シアノプロピルトリエトキシシランに５時間
浸し、エタノールでよくすすいで乾燥させた後、１規定の塩酸で処理をしてシアノ基をカ
ルボキシル基へ変換した。
【００６４】
　＜多孔質構造を有する基板材料例１０＞
　多孔質構造を有する基板材料例９において、塩化ルテニウムを塩化タングステンに変え
た以外は同様にして基板を作成した。
【００６５】
　＜多孔質構造を有する基板材料例１１＞
　鏡面加工したステンレス（ＳＵＳ４３０、３０ｍｍ×３０ｍｍ×ｔ０．６ｍｍ）上に反
応性スパッタ法により樹枝状構造をとる白金酸化物層を１０００ｎｍの厚さに形成した。
このときのＰｔ担持量は０．２７ｍｇ／ｃｍ2であった。反応性スパッタは、全圧４Ｐａ
、酸素流量比（ＱO2／（ＱAr＋ＱO2））７０％、基板温度８０℃、投入パワー４．９Ｗ／
ｃｍ2なる条件にて行った。引き続き、この樹枝状構造をとる白金酸化物を２％Ｈ2／Ｈｅ
雰囲気（１ａｔｍ）にて１２０℃、３０分間の還元処理を行い、樹枝状構造を有する基板
を得た。
【００６６】
　次いで、塩化ニッケルを８０℃の水に飽和溶解して３時間攪拌し、この溶液をろ過した
後に上記の樹枝状構造白金基板の上に滴下し、乾燥後に５００℃で３時間過熱しした後に
、室温まで徐冷し、再度、２５℃、８０ＲＨ％の環境に８時間放置した。
【００６７】
　次いで、上記基板を８０℃に加熱した３－アミノプロピルトリエトキシシランに５時間
浸し、エタノールでよくすすいで乾燥させた後、１規定の塩酸で処理をしてアミノ基を塩
化アンモニウム基へ変換した。
【００６８】
　＜測定対象物質＞
　質量分析の測定においては、ＲＡＳＧ－１（ＷＡＴＥＲＳ　ＭＡＳＳＰＲＥＰTM　ＰＥ
ＰＴＩＤＥ　ＳＴＡＮＤＡＲＤ、分子量：Ｍｗ＝１０００．４９）、アンギオテンシン　
フラグ　１－７（Ａｎｇｉｏｔｅｎｓｉｎ　ｆｒａｇ．１－７、Ｍｗ＝８９８．４７）、
ブラディキニン（ｂｒａｄｙｋｉｎｉｎ、Ｍｗ＝１０５９．５６）、アンギオテンシン　
Ｉ（Ａｎｇｉｏｔｅｎｓｉｎ　Ｉ、Ｍｗ＝１２９５．６８）、アンギオテンシン　ＩＩ（
Ａｎｇｉｏｔｅｎｓｉｎ　ＩＩ、Ｍｗ＝１０４５．５３）、レニン物質（Ｒｅｎｉｎ　ｓ
ｕｂｓｔｒａｔｅ、Ｍｗ＝１７５７．９３）、エノラーゼ　Ｔ３５（Ｅｎｏｌａｓｅ　Ｔ
３５、Ｍｗ＝１８７１．９６）、エノラーゼ　Ｔ３７（Ｅｎｏｌａｓｅ　Ｔ３７、Ｍｗ＝
２８２７．２８）、メリチン（Ｍｅｌｉｔｔｉｎ、Ｍｗ＝２８４５．７４）の組成からな
る９種類のペプチドが混合しているサンプル（ＭａｓｓＰＲＥＰ　Ｐｅｐｔｉｄｅｓ　Ｍ
ｉｘｔｕｒｅ、Ｗａｔｅｒｓ社）を用いた。各ペプチドの含有量はおよそ１．０ｎｍｏｌ
である。このペプチド混合試料に水を加え各ペプチド濃度が約１０μｍｏｌ／Ｌとなるよ
うに調整し、質量分析の測定においては基板上にこのペプチド溶解液を１μＬ滴下、乾燥
させた。従って、測定試料の１スポット当たりに書くペプチドが約１０ｐｍｏｌ含有され
た状態である。
【００６９】
　＜実施例１＞
　上記基板材料例１で作成した基板を、０．６ｍｍだけ切削したＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ　Ｍ
Ｓ測定用のステンレス製ターゲット基板へ導電性両面テープで接着して固定した。この基
板上へ、上述のペプチド混合溶液を１μＬ滴下し、乾燥させた。
【００７０】
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　次いでこの基板をＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ　ＭＳ装置（商品名：ＲＥＦＬＥＸ－ＩＩＩ、ブ
ルカー・ダルトニクス社製）へ装着した。ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ　ＭＳの測定における照射
レーザーは窒素レーザー（波長＝３３７ｎｍ）であり、ポジイオンの反射モード（レフレ
クターモード）とした。照射レーザー強度は親イオンのピークが出始めた強度よりも２％
だけ強い強度で測定し、一箇所において２０パルスぶんのスペクトルを積算し、それを１
０箇所に渡り積算し、合計２００パルスぶんのレーザー照射から得られる信号強度を合計
したスペクトルを得た。
【００７１】
　また、加速電圧２６．５ｋＶに設定し、質量数０から３０００までのピークを取り込ん
だ。
　また、測定における低分子量域のカットオフ値は０以上、即ちカットオフ無しで、検出
器に飛行してきたカチオン種を全ての領域で取り込んだ。
【００７２】
　得られたスペクトルの評価は、測定対象分子（各ペプチドのプロトンの付加体として分
子量域：８９０から２９００付近に出現するピークを親イオンとした）の強度、及び、分
子量域５０から７００における分解物のピークの強度及び種類の多さにより判定を行った
。それぞれのスペクトルにおいて、親イオンならびに夾雑物ピークの相対的な強度を比べ
、親イオンの強度のまったく無いものを０、以下、強度が強くなったり、種類が増えるご
とに１から５までのランク付けを行った。その評価の結果を表１に示す。
【００７３】
　（１）親イオンの評価
５：分子量１０００以上のピークの強度合計のうち、親イオン強度が８０％以上
４：分子量１０００以上のピークの強度合計のうち、親イオン強度が５０％以上、８０％
未満
３：分子量１０００以上のピークの強度合計のうち、親イオン強度が３０％以上、５０％
未満
２：分子量１０００以上のピークの強度合計のうち、親イオン強度が２％以上、３０％未
満
１：分子量１０００以上のピークの強度合計のうち、親イオン強度が２％未満
【００７４】
　（２）分解物、夾雑物の評価
１：分子量５００以下のピークの合計が親ピーク強度の３％以下である。
２：分子量５００以下のピークの合計が親ピーク強度の３％以上、２０％未満である。
３：分子量５００以下のピークの合計が親ピーク強度の２０％以上、４０％未満である。
４：分子量５００以下のピークの合計が親ピーク強度の４０％以上、６０％未満である。
５：分子量５００以下のピークの合計が親ピーク強度の６０％以上である。
【００７５】
　＜実施例２から７及び実施例９、実施例１０＞
　実施例１において、基板材料を基板材料例２から７で作成したものに代えた以外は、実
施例１と同様に評価を行った。
【００７６】
　＜実施例８、実施例１１＞
　実施例１において、板材料を基板材料例８で作成したものに変え、測定モードをネガイ
オンとした以外は、同様にして評価した。
【００７７】
　＜比較例１＞
　実施例１において、基板材料例１の変わりに鏡面加工したステンレス（ＳＵＳ４３０、
３０ｍｍ×３０ｍｍ×ｔ０．６ｍｍ）を用いたい以外は同様に評価を行った。
【００７８】
　＜比較例２＞
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　実施例１において、市販の質量分析用基板（多孔質シリコン、ＭａｓｓＰＲＥＰTM　Ｄ
ＩＯＳ－ｔａｒｇｅｔ　プレート、日本ウォーターズ社）を２０ｍｍ×２０ｍｍに切断し
たもの変えた以外は同等にして測定を行った。
【００７９】
　＜比較例３＞
　鏡面加工したステンレス（ＳＵＳ４３０、３０ｍｍ×３０ｍｍ×ｔ０．６ｍｍ）を、０
．６ｍｍだけ切削したＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ　ＭＳ測定用のステンレス製ターゲット基板へ
導電性両面テープで接着して固定し、マトリックスとして１，８，９－トリヒドロキシア
ントラセンのテトラヒドロフラン溶液（５ｗｔ％）をマイクロピペットで２μＬ滴下し、
更にペプチド混合物の溶液をマイクロピペッターにより１μＬ滴下、乾燥させた以外は、
実施例１と同様に評価を行った。
【００８０】
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【表１】

【００８１】
　以上の実施例、比較例より、本発明の質量スペクトル用基板を使用することにより低い
分子量域における測定分子の分解物やマトリックス由来の夾雑物ピークを抑制し、親ピー
クを高強度で得ることが可能となることが確認される。更に、マトリックスを使用する測
定においても、親イオンの増強及び分解物やマトリックス由来のピークの低減が確認でき
る。
【産業上の利用可能性】
【００８２】
　本発明の質量分析用基板は、レーザー光照射による脱離、イオン化法の質量分析におい
て、脱離／イオン化による高分子量化合物の検出を高感度に行うと共に、実質的に低分子
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領域の解析に支障がでないようにフラグメンテーションを極力避けることを可能にするの
で、質量分析装置に利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００８３】
【図１】本発明の質量分析用基板の一実施態様を示す概略図である。
【図２】本発明の表面に多孔質構造を有する質量分析用基板に試料液を載せた状態を示す
概略図である。
【図３】表面に多孔質構造が無い質量分析用基板に試料液を載せた状態を示す概略図であ
る。
【図４】樹形状構造体の多孔質構造を示す概略図である。
【符号の説明】
【００８４】
　１　多孔質構造
　２　金属を含む基板
　３　酸化物層
　４　官能基
　５　試料液
　１１　多孔質構造

【図１】 【図２】

【図３】
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